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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

１．商   号       池田泉州ＴＴ証券株式会社 

２．登録年月日（登録番号） 平成 25年 6月 13日（近畿財務局長（金商）第 370号） 

３．沿革及び経営の組織 

（１）会社の沿革 

年   月 沿       革 

平成 25年 1月 

平成 25年 6月 

平成 25年 8月 

平成 25年 9月 

平成 25年 9月 

平成 25年 9月 

平成 27年 3月 

 

平成 28年 10月 

 

会社設立（資本金 5,000万円） 

金融商品取引業者として登録 

日本証券業協会へ加入 

資本金を 12億 5,000万円に増資 

本店営業部、堺支店を開設 

東海東京証券㈱より神戸支店を承継し、営業開始 

本店営業部池田事務所、堺支店岸和田事務所、神戸支店逆瀬川事務所

を開設 

池田事務所を支店化し、池田支店を開設 

本店営業部高槻事務所を開設 

 

（２）経営の組織（平成 30年 3月 31日現在） 
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４．株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等

の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

                             （平成 30年 3月 31日現在） 

氏名又は名称 保有株式数（株） 割合（％） 

１．株式会社池田泉州ホールディングス     2,400 60.00 

２．東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社     1,600 40.00 

計  2  名     4,000 100.00 

   

５．役員の氏名又は名称 

 （平成 30年 3月 31日現在） 

役  職  名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 北村 康男 有 常勤 

代表取締役副社長 髙井 利文 有 常勤 

常 務 取 締 役 工藤  守 無 常勤 

監 査 役 坂戸  豊 無 常勤 

監 査 役 北川 智司 無 非常勤 

監 査 役 古川 弘介 無 非常勤 

  （注 1）監査役のうち北川智司、古川弘介の両氏は会社法第 2条第 16号に定める社外監査役であ

ります。 

（注 2）平成 30年 4月 1日以降に変更のあった事項を 23 ページに記載しております。 

 

６．政令で定める使用人の氏名  

金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の 

規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その

他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行

し得る地位にある者を含む。）の氏名 

      （平成 30年 3月 31日現在） 

氏    名 役  職  名 

井上 俊之 執行役員管理本部長 
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７．業務の種別 

（１）金融商品取引業（金融商品取引法第 2条第 8項） 

業務の種別 

金融商品取引法第 2 条第 8 項第 1号から第 3 号、第 9号、第 16 号及び第 17 号に定める行

為又は業務 

 

（２）金融商品取引業に付随する業務（金融商品取引法第 35条第 1項） 

業務の種別 

① 有価証券の貸借業務 

② 金融商品取引法第 156条の 24第 1項に規定する信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③ 保護預り有価証券担保貸付業務 

④ 有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑥ 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還

金の支払に係る代理業務 

⑦ 累積投資契約の締結業務 

⑧ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

⑨ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

⑩ 通貨の売買またはその媒介、取次ぎもしくは代理 

⑪ 前各号のほか金融商品取引業に付随する行為 

 

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

（平成 30年 3月 31日現在） 

名  称 所  在  地 

本 社 〒530-0013 大阪府大阪市北区茶屋町 18番 14号 

本店営業部 〒531-0072 大阪府大阪市北区豊崎 3丁目 2番 1 号 

本店営業部高槻事務所 〒569-0071 大阪府高槻市城北町 2 丁目 8 番 4号 

池 田 支 店 〒563-0025 大阪府池田市城南 2丁目 1番 11 号 

堺 支 店 〒590-0048 大阪府堺市堺区一条通 14 番 8号 

堺支店岸和田事務所 〒596-0054 大阪府岸和田市宮本町 26 番 15号 

神 戸 支 店 〒651-0096 兵庫県神戸市中央区雲井通 7 丁目 1 番 1号 

神戸支店逆瀬川事務所 〒665-0035 兵庫県宝塚市逆瀬川 1 丁目 1 番 1号 
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９．他に行っている事業の種類 

保険業法第 2条第 26項に規定する保険業務に係る業務 

 

 10．苦情処理及び紛争解決の体制 

当社は、下記のとおり苦情処理・紛争解決手続きを実施するための措置を講じています。 

   ・第一種金融商品取引業務 

    特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）と手続き実施 

    基本契約を締結する措置 

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会 平成 25年 8月 30日加入 

 

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

  該当事項はありません。 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 平成 25年 6月 13日加入 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 

１．当期の業務の概要 

金融経済情勢 

当事業年度におけるわが国経済は、輸出や設備投資が牽引、個人消費は雇用・所得環境の

着実な改善を背景に、振れを伴いながらも、緩やかに増加しました。 

グローバル経済は欧米が主導して景気を牽引、米国で12月可決された税制改革法案も支援

材料となりました。その一方で、北朝鮮を巡る地政学リスクの高まり、米国の保護貿易・米

国第一主義を唱える経済政策運営、それらが国際金融市場に及ぼす影響等が意識され、足下

の不確実性が高まる結果となりました。 

このような内外情勢を受け、上期の日経平均株価は、北朝鮮を巡る緊張を背景に、4月18,000

円台、8月19,000円台まで下げる場面がありました。下期に入ると欧米経済が堅調に推移する

中、企業業績の上方修正が相次いだこと、衆議院選挙で安倍政権が安定多数を確保したこと

を背景に、10月には史上初の16連騰を記録、更に米国の税制改革法案が可決されると1月には

日経平均株価は26年ぶりに24,000円台をつけました。その後、2月には株式市場の過熱感から

生じた株価急落、米国発の貿易摩擦拡大懸念が台頭、不確実性の高まりから株価が調整し

21,000円前後の推移となりました。 

日本国債利回り（10年）は日本銀行が10年物国債金利をゼロ％程度で推移するよう、長期

国債の買入れを行う「イールドカーブ・コントロール」を継続していることから、概ね0～0.1％

での推移となりました。 

為替は、北朝鮮との有事への懸念から円高が進み、上期は一時108円を割れる場面もありま

したが、緊張が次第に緩和方向に動くと、米国の大型減税可決への期待感が先行、11月には

114円台まで円安となりました。その後は、株価調整に加え、米国による日本の貿易黒字に対

する圧力が高まる懸念が台頭し、年度末にかけて106円前後の推移となりました。 

物価情勢につきましては、企業の価格設定スタンスに変化の兆しが窺われ、足下の消費者

物価（除く生鮮食品）は緩やかに上昇、前年比は+0.9%の水準となりました。 

 

当社の業績 

当社は、資産運用分野において、多様化･高度化する顧客ニーズにより的確に対応するとと

もに、池田泉州ホールディングスグループの総合的な金融機能･提案力の強化を図ることを目

的として、東海東京フィナンシャル･ホールディングス株式会社との共同出資により平成25

年９月に開業いたしました。銀行の営業地域における豊富なネットワークと、独立系フルラ

イン型の証券会社として東海東京フィナンシャルグループが培ってきた金融商品取引業に関

するノウハウを最大限活かすことで、池田泉州ホールディングスグループ全体の発展に日々

取り組んでおります。 

 

当事業年度の業績につきましては、以下の通りであります。 

当事業年度の営業収益につきましては、募集、委託商品販売にかかる受入手数料2,113,387

千円、外債･仕組債販売にかかるトレーディング損益1,146,834千円に加え、顧客信用取引等

にかかる金融収益6,840千円を計上し3,267,062千円となりました。 

顧客信用取引等にかかる金融費用4,034千円及び販売費･一般管理費が2,428,581千円とな

りましたことから、営業利益は834,446千円となりました。 

また、経常利益は834,506千円となり、法人税、住民税及び事業税を278,655千円と法人税

等調整額を△12,197千円計上して、当期純利益は566,067千円となりました。利益剰余金は

1,389,554千円となり内部留保は着実に増加しております。 
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２．業務の状況を示す指標 

（1）経営成績等の推移  

（単位：百万円） 

 平成 28年 3月期 平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

資 本 金 1,250 1,250 1,250 

発行済株式総数 4,000株 4,000株 4,000株 

営 業 収 益 2,037 2,240 3,267 

受 入 手 数 料 1,506 1,528 2,113 

 

 

 

委託手数料 277 399 584 

募集・売出し・特定投資家向け売付け

勧誘等の取扱手数料 
646 414 644 

その他の受入手数料 582 714 884 

トレーディング損益 526 706 1,146 

 

株券等 153 187 458 

債券等 366 506 673 

その他 5 12 14 

純 営 業 収 益 2,034 2,237 3,263 

経常利益または経常損失（△） 386 322 834 

当期純利益または当期純損失（△） 250 212 566 
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（2）有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の推移   

（単位：百万円） 

 平成 28年 3月期 平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

自   己 16,832 20,501 51,308 

委   託 26,099 39,742 72,963 

計 42,932 60,244 124,272 

 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、

売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

                        （単位：千株、百万円） 

区  分 引受高 売出高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の取

扱高 

平

成

28

年

3

月

期 

株 券 － － － 183 － － － 

国債証券 －   3  － － 

地方債証券 －   49  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － 55 18,014 10,460 － 

受益証券    145,382 － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － 145,637 18,014 10,460 － 

平

成

29

年

3

月

期 

株 券 － － － 119 － － － 

国債証券 －   35  － － 

地方債証券 －   10  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － 200 21,043 18,927 － 

受益証券    140,986 － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － 141,351 21,043 18,927 － 

平

成

30

年

3

月

期 

株 券 － － － 431 － － － 

国債証券 －   －  － － 

地方債証券 －   －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － 25 28,956 31,563 － 

受益証券    204,254 － － － 

その他 － － － － － － － 

合 計 － － － 204,711 28,956 31,563 － 

（平成 29年 3月期から受益証券の募集の取扱高の集計方法を変更したため、過年度についても修正しております。） 
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 （3）その他業務の状況 

保険業法第 2条第 26項に規定する保険募集に係る業務 

（単位：百万円） 

 平成 28年 3月期 平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

保険募集手数料 2 2 1 

 

（4）自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 平成 28年 3月期 平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ×100） 665.4 626.7 594.8 

固定化されていない自己資本（Ａ） 2,937 3,077 3,696 

リスク相当額（Ｂ） 441 490 621 

 

市場リスク相当額 1 0 0 

取引先リスク相当額 42 53 60 

基礎的リスク相当額 338 436 560 

 

（5）使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 平成 28年 3月期 平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

使 用 人 96 95 109 

（うち外務員） 95 95 109 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

（１）貸借対照表 

（単位：千円） 

科  目 

 

第5期  
平成29年3月31日 

現在 
 

第6期 
平成30年3月31日 

現在 
 

科  目 

 

第5期  
平成29年3月31日 

現在 
 

第6期 
平成30年3月31日 

現在 
 

（資産の部） 
 

 （負債の部）  
 

流動資産 5,463,912 7,113,693 流動負債 2,361,769 3,391,810 

 現金・預金 2,720,614 3,076,861  信用取引負債 232,091 682,805 

 預託金 1,900,071 2,700,121   信用取引借入金 212,514 669,655 

約定見返勘定 328,276 108,367 信用取引貸証券受入金 19,576 13,150 

 信用取引資産 232,091 682,805  預り金 1,853,655 2,150,560 

   信用取引貸付金 212,514 669,655  受入保証金 41,019 71,579 

  信用取引借証券担保金 19,576 13,150  リース債務 27 - 

 短期差入保証金 175,000 450,000  有価証券等受入未了勘定 - 530 

 前払費用 9,039 8,993  未払金 275 34,071 

 未収入金 12,899 3,143  未払費用 89,663 117,520 

 未収収益 55,804 38,343  未払法人税等 65,568 243,860 

 繰延税金資産 30,114 42,200  賞与引当金 79,468 90,881 

 その他の流動資産 - 2,856 固定負債 15,915 16,009 

     繰延税金負債 3,348 3,237 

固定資産 274,066 222,469  資産除去債務 12,566 12,771 

 有形固定資産 103,129 88,053 特別法上の準備金 1,002 2,983 

  建物 31,897 29,118 金融商品取引責任準備金 1,002 2,983 

  器具・備品 71,204 58,934 負債の部合計 2,378,687 3,410,803 

  リース資産 27 - （純資産の部）   

 無形固定資産 136,356 100,341 株主資本 3,359,292 3,925,359 

  ソフトウェア 133,854 97,840  資本金 1,250,000 1,250,000 

  電話加入権 2,501 2,501  資本剰余金 1,285,805 1,285,805 

 投資その他の資産 34,581 34,075   資本準備金 1,250,000 1,250,000 

  長期差入保証金 34,381 34,075   その他資本剰余金 35,805 35,805 

  長期前払費用 200 -  利益剰余金 823,486 1,389,554 

     その他利益剰余金 823,486 1,389,554 

      繰越利益剰余金 823,486 1,389,554 

   純資産の部合計 3,359,292 3,925,359 

資産の部合計 5,737,979 7,336,163 負債及び純資産の部合計 5,737,979 7,336,163 
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（２）損益計算書 

（単位：千円） 

科  目 
第５期 

自平成28年4月1日 

至平成29年3月31日 
 

第６期 

自平成29年4月1日 

至平成30年3月31日 
 

営業収益 2,240,272 3,267,062 

 受入手数料 1,528,538 2,113,387 

  委託手数料 399,134 584,753 

  募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 414,640 644,523 

  その他の受入手数料 714,762 884,109 

 トレーディング損益 706,465 1,146,834 

 金融収益 5,268 6,840 

金融費用 3,266 4,034 

純営業収益 2,237,006 3,263,028 

販売費・一般管理費 1,914,020 2,428,581 

 取引関係費 536,316 874,466 

 人件費 755,711 865,773 

 不動産関係費 103,839 104,926 

 事務費 414,858 455,690 

 減価償却費 62,148 74,381 

 租税公課 26,955 36,539 

 その他 14,190 16,803 

営業利益 322,986 834,446 

営業外収益 198 92 

営業外費用 458 32 

経常利益 322,726 834,506 

特別損失 1,726 1,980 

 固定資産除却損 724 - 

 金融商品取引責任準備金繰入 1,002 1,980 

税引前当期純利益 320,999 832,525 

法人税、住民税及び事業税 111,801 278,655 

法人税等調整額 △3,572 △12,197 

当期純利益 212,771 566,067 
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（３）株主資本等変動計算書 

第５期（平成28年4月1日～平成29年3月31日） （単位：千円）  

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

当 期 首 残 高 1,250,000 1,250,000 35,805 1,285,805 610,715 610,715 3,146,520 3,146,520 

当 期 変 動 額         

当 期 純 利 益     212,771 212,771 212,771 212,771 

当 期 変 動 額 合 計     212,771 212,771 212,771 212,771 

当 期 末 残 高 1,250,000 1,250,000 35,805 1,285,805 823,486 823,486 3,359,292 3,359,292 

 
第６期（平成29年4月1日～平成30年3月31日） （単位：千円）  

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

当 期 首 残 高 1,250,000 1,250,000 35,805 1,285,805 823,486 823,486 3,359,292 3,359,292 

当 期 変 動 額         

当 期 純 利 益     566,067 566,067 566,067 566,067 

当 期 変 動 額 合 計     566,067 566,067 566,067 566,067 

当 期 末 残 高 1,250,000 1,250,000 35,805 1,285,805 1,389,554 1,389,554 3,925,359 3,925,359 
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個別注記表 

 第５期  

( 自 平成28年4月 1日 
至 平成29年3月31日 ) 

 

 第６期  

( 自 平成29年4月 1日 
至 平成30年3月31日 ) 

 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

[重要な会計方針] [重要な会計方針] 

１．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産除く） 

 定額法を採用しております。 

１．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産除く） 

 同左 

（２）無形固定資産（リース資産除く） 

 自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。 

（２）無形固定資産（リース資産除く） 

 同左 

 

 

（３）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有

形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年

数とした定額法により償却しております。なお、残存

価額については、リース契約上に残価保証の取決めが

あるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零

としております。 

（３）リース資産 

 同左 

 

 

 

 

 

２．引当金の計上基準 

賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込

額のうち当事業年度に帰属する額を計上しておりま

す。 

２．引当金の計上基準 

賞与引当金 

 同左 

 

 

３．特別法上の準備金の計上基準 

金融商品取引責任準備金 

    有価証券の売買その他の取引等に関して生じた事故

による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５

及び金融商品取引業等に関する内閣府令第175条の規

定に基づき計上しております。 

３．特別法上の準備金の計上基準 

金融商品取引責任準備金 

 同左 

 

 

 

４．重要な外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

４．重要な外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準 

 同左 

 

 

５．消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ 

っております。 

 

５．消費税等の会計処理 

 同左 
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注記事項 

 第５期  

( 自 平成28年4月 1日 
至 平成29年3月31日 ) 

 

 第６期  

( 自 平成29年4月 1日 
至 平成30年3月31日 ) 

 

[貸借対照表に関する注記］ [貸借対照表に関する注記］ 

１．担保等として差入れをした有価証券及び差入れを受

けた有価証券の時価額 

（１）担保等として差入れをした有価証券の時価額 

      信用取引貸証券                      19,576千円 

信用取引借入金の本担保証券 189,877千円 

（２）担保等として差入れを受けた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 189,877千円 

信用取引借証券 19,576千円 

受入保証金代用有価証券 404,479千円 

２．有形固定資産の減価償却累計額 44,702千円 

 

 

 

 

１．担保等として差入れをした有価証券及び差入れを受け

た有価証券の時価額 

（１）担保等として差入れをした有価証券の時価額 

      信用取引貸証券                      13,150千円 

信用取引借入金の本担保証券 568,510千円 

（２）担保等として差入れを受けた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 568,510千円 

信用取引借証券 13,150千円 

受入保証金代用有価証券 646,914千円 

２．有形固定資産の減価償却累計額 65,413千円 

  

  

  

  
 

[株主資本等変動計算書に関する注記］ [株主資本等変動計算書に関する注記］  
 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

 

当事業年度期首 

株 式 数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株 式 数 
摘要 

普通株式 4,000株 － － 4,000株 
 

                                                       

 

当事業年度期首 

株 式 数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株 式 数 
摘要 

普通株式 4,000株 － － 4,000株 
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 第５期  

( 自 平成28年4月 1日 
至 平成29年3月31日 ) 

 

 第６期  

( 自 平成29年4月 1日 
至 平成30年3月31日 ) 

 

[税効果会計に関する注記］ [税効果会計に関する注記］ 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

 賞与引当金 24,484 千円 

 未払事業税 5,630  

 その他 5,398  

繰延税金資産小計 35,512  

評価性引当額 △5,398  

繰延税金資産合計 30,114  

繰延税金負債   

 資産除去債務 △3,348  

繰延税金負債合計 △3,348  

繰延税金資産の純額 26,765 千円 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

 賞与引当金 27,791 千円 

 未払事業税 14,409  

 その他 6,066  

繰延税金資産小計 48,267  

評価性引当額 △6,066  

繰延税金資産合計 42,200  

繰延税金負債   

 資産除去債務 △3,237  

繰延税金負債合計 △3,237  

繰延税金資産の純額 38,963 千円 
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 第５期  

( 自 平成28年4月 1日 
至 平成29年3月31日 ) 

 

 第６期  

( 自 平成29年4月 1日 
至 平成30年3月31日 ) 

 

[金融商品に関する注記］ [金融商品に関する注記］ 

１．金融商品の状況に関する事項 

 当社は、有価証券の売買及び売買等の委託の媒介、有

価証券の募集及び売出しの取扱い、私募の取扱い、その

他の金融商品取引業及び金融商品取引業に関連または付

随する業務等の主たる事業において金融商品を有してお

ります。 

１．金融商品の状況に関する事項 

 同左 

 

 

 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成29年３月31日における貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次のとおりであります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成30年３月31日における貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：千円) 

 
貸借対照表
計上額 

時価 差額 

（１）現金・預金 2,720,614 2,720,614 - 

（２）預託金 1,900,071 1,900,071 - 

（３）約定見返勘定 328,276 328,276 - 

（４）信用取引資産 232,091 232,091 - 

資産 計 5,181,053 5,181,053 - 

（５）信用取引負債 232,091 232,091 - 

（６）預り金 1,853,655 1,853,655 - 

負債 計 2,085,746 2,085,746 - 

（注）金融商品の時価の算定方法 

(１）現金・預金 （２）預託金 （３）約定見

返勘定 （４）信用取引資産 （５）信用取引

負債 （６）預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

（単位：千円) 

 
貸借対照表
計上額 

時価 差額 

（１）現金・預金 3,076,861 3,076,861 - 

（２）預託金 2,700,121 2,700,121 - 

（３）約定見返勘定 108,367 108,367 - 

（４）信用取引資産 682,805 682,805 - 

資産 計 6,568,155 6,568,155 - 

（５）信用取引負債 682,805 682,805 - 

（６）預り金 2,150,560 2,150,560 - 

負債 計 2,833,366 2,833,366 - 

（注）金融商品の時価の算定方法 

(１）現金・預金 （２）預託金 （３）約定見

返勘定 （４）信用取引資産 （５）信用取引

負債 （６）預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 
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 第５期  

( 自 平成28年4月 1日 
至 平成29年3月31日 ) 

 

 第６期  

( 自 平成29年4月 1日 
至 平成30年3月31日 ) 

 

[関連当事者との取引に関する注記］ [関連当事者との取引に関する注記］ 

１．兄弟会社等 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の所有 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社の

子会社 

株式会社

池田泉州

銀行 

なし 
出向社員

の受入 

紹介手数料 

の支払 

(注1) 

313,226 未払費用 38,140 

出向者費用 

の支払 

(注2) 

379,885   

その他の

関係会社

の子会社 

東海東京

証券株式

会社 

なし 
出向社員

の受入 

出向者費用 

の支払 

(注2) 

販売委託手

数料の受入 

（注3） 

338,932 

 

 

546,291 

 

 

 

未収収益 

 

 

 

25,428 

その他の

関係会社

の子会社 

東海東京

ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰ

ﾋ ﾞ ｽ株式

会社 

なし 

事務委託

契約の 

締結 

事務委託 

(注4) 
332,002 未払費用 32,212 

資産の購入 

(注5) 
107,475 未払金 275 

（注1）紹介手数料については、その業務内容を踏ま

え、当社と株式会社池田泉州銀行が適正と判断

する料率を決定しております。 

（注2）出向者費用については、出向元の給与規定等に

照らして適正と判断する額に決定しておりま

す。 

（注3）販売委託手数料については、その業務内容を踏

まえ、当社と東海東京証券株式会社が適正と判

断する料率を決定しております。 

（注4）事務委託料については、その業務内容を踏ま

え、他の取引先と同等の条件に決定しておりま

す。 

（注5）資産購入価格については、市場価格を勘案して

一般取引条件と同様に決定しております。 

（注6）取引金額については消費税を含めておりませ

ん。未払費用期末残高には消費税を含めており

ます。 

 

１．兄弟会社等 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の所有 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社の

子会社 

株式会社

池田泉州

銀行 

なし 
出向社員

の受入 

紹介手数料 

の支払 

(注1) 

622,385 未払費用 57,444 

出向者費用 

の支払 

(注2) 

452,327   

その他の

関係会社

の子会社 

東海東京

証券株式

会社 

なし 
出向社員

の受入 

出向者費用 

の支払 

(注2) 

販売委託手

数料の受入 

（注3） 

369,861 

 

 

720,894 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の

関係会社

の子会社 

東海東京

ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰ

ﾋ ﾞ ｽ株式

会社 

なし 

事務委託

契約の 

締結 

事務委託

費の支払 

(注4) 

349,078 未払費用 33,155 

（注1）紹介手数料については、その業務内容を踏ま

え、当社と株式会社池田泉州銀行が適正と判断

する料率を決定しております。 

（注2）出向者費用については、出向元の給与規定等に

照らして適正と判断する額に決定しておりま

す。 

（注3）販売委託手数料については、その業務内容を踏

まえ、当社と東海東京証券株式会社が適正と判

断する料率を決定しております。 

（注4）事務委託費については、その業務内容を踏ま

え、他の取引先と同等の条件に決定しておりま

す。 

（注5）取引金額については消費税を含めておりませ

ん。未払費用等期末残高には消費税を含めてお

ります。 

 

[１株当たり情報に関する注記］ [１株当たり情報に関する注記］ 
 

１．１株当たり純資産額 839,823円02銭 

２．１株当たり当期純利益金額 53,192円81銭 
  

 
１．１株当たり純資産額 981,339円97銭 

２．１株当たり当期純利益金額 141,516円95銭 
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

 

                            （単位：百万円） 

平成 29年 3月期 平成 30年 3月期 

借入先 金額 借入先 金額 

東海東京証券株式会社 212 東海東京証券株式会社 669 

 

 

３. 保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の

取得価額、時価及び評価損益 

該当ありません。 

 

４. デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約

価額、時価及び評価損益 

該当ありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

  当社は、会社法第 436 条第 2 項第 1 号に基づき、第 6 期事業年度の計算書類及びその附属明

細書について、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。 
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Ⅳ．管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

（1）取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社では、法令等遵守（コンプライアンス）を経営の最重要課題として位置づけ、役職員が

法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるため、倫理綱領及び行動規範を制定するととも

に、コンプライアンス基本規定を定め、コンプライアンス委員会において、全般的な方針や具

体的施策などの審議を行います。 

また、その徹底を図るため、コンプライアンスを担当する役員を設置するとともに、業務コ

ンプライアンス部においてコンプライアンスの取組みを組織横断的に統括し、コンプライアン

ス・プログラムやコンプライアンス・マニュアルの制定、研修の実施などを通じ、役職員の教

育等を行います。 

さらに、法令上疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段としてのホット

ラインを設置・運営し、当該通報を行ったことにより、通報者が不利益な扱いを受けることが

ないよう通報者の保護を図っております。そして内部者取引管理規定や法人関係情報管理規定

に役職員が遵守すべき基本事項を定め、インサイダー取引の未然防止を図ります。 

また、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度を貫き、

取引の介入排除に努めるとともに、金融機関を通じて取引される資金が各種の犯罪やテロに利

用されることに留意し、マネーロンダリングの防止に努めます。 

さらに、お客さまの保護及び利便性向上を推進し、「お客さま本位の徹底」を実現するため、

顧客保護等管理を行います。 

 

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役会、経営会議、その他委員会等の重要会議について、職務執行の記録として議事録等

を作成・保管いたします。 

また、取締役を決定者とする決裁文書及び付属書類についても適切に作成・保管いたします。 

 

（3）損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

経営の健全性の維持と安定した収益確保を図るため、リスク管理基本方針およびリスク管理

規定を定め、リスクを市場リスク、取引先リスク、基礎的リスク、オペレーショナルリスク、

流動性リスクに区分の上、それぞれの所管部を明確にするとともに、取締役会、経営会議等に

より各リスクのモニタリングを行います。 

さらに、災害管理規定を定め、危機事象の発生に伴う経済的損失及び信用失墜等を最小限に

留めるとともに、業務継続及び迅速な通常機能の回復を確保いたします。 

 

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会は、当社の役職員の職務の執行が効率的に行われるため、当社の経営目標を定める

とともに、経営計画を策定し、当該計画を具体化するため半期毎の業務計画を定めております。 

また、取締役の職務の執行を効率的に行うため、経営会議を設置し、取締役会で決議した経

営の基本方針に基づき、これを執行する上での重要事項を協議、決議する他、取締役会の意思

決定に資するため、取締役会付議事項を事前に検討することとしております。 

さらに、取締役の所管する本部及びその権限と責任を明確にするとともに、ＩＴの活用も図
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りながら効率的な業務執行体制を構築・維持します。 

 

（5）当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制 

当社は池田泉州ホールディングス・グループの一員として、グループ統一の「グループ経営

理念」、「倫理綱領」、「行動規範」さらには具体的な行動等を詳細に定めた「コンプライア

ンス・マニュアル」等に基づき、業務の健全かつ適切な運営を行います。 

また、これを補完するため、親会社と締結する「経営管理契約」および当該契約に基づく「親

会社による経営管理規定」に基づき、役職員の職務の執行に係る事項その他について、親会社

への報告、協議を行う体制といたします。 

ただし、親会社から違法又は業務の健全かつ適切な運営に支障をきたすような不当な要請を

受けた場合は、当社取締役会においてこれを拒絶する旨の決議を行うことと致します。 

 

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役が職務を補助すべき使用人を求めた場合、その職務を補助するため、職員に対して監

査業務に必要な事項を命令することができるものといたします。 

また、監査役より監査業務に必要な命令を受けた職員に関しては、人事異動、人事評価にお

いても監査役会の意見を尊重するなど、取締役会からの独立性を確保いたします。 

 

（7）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

取締役及び職員は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼす事項、

その他必要な事項をすみやかに報告することといたします。 

また、ホットラインへの通報内容は監査役に報告されることになっておりますが、ホットラ

インへの通報を行ったことにより、通報者が不利益な扱いを受けることがないよう通報者の保

護を図っております。 

さらに、これを補完するため、取締役会、経営会議、各種委員会等の重要な会議について、

監査役が出席できる体制といたします。 

 

（8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、代表取締役、内部監査部署、監査法人との間で意見交換会を開催することといた

します。 

また、監査役は取締役会、経営会議、各種委員会等の重要な会議に出席し、業務執行上の様々

な問題点の把握に努めます。 

さらに、監査役会は、職務の執行上必要と認める費用について、あらかじめ予算を計上し、

緊急又は臨時に支出した費用については、事後、当社に償還を請求することが出来るものとし

ます。 

 

 

 



20 

 

２. 業務の適正を確保する体制の運用状況の概要 

（1）コンプライアンスに対する取組みの状況 

コンプライアンス委員会が毎月開催され、当社の方針・施策の審議を行っており、加えて、

半期毎にコンプライアンス・プログラムを制定し、反社会的勢力への対応等、職員に対して

周知徹底を図っております。 

また、池田泉州ホールディングス・グループのコンプライアンス体制の定着に向けた取組み

である、関連会社コンプライアンス連絡会に参加しております。 

さらに、ホットライン制度についても適切に運用されており、当該通報を行ったことにより、

通報者が不利益な扱いを受けないよう通報者の保護を図っております。 

（2）損失の危険の管理に対する取組みの状況 

取締役会、経営会議等の会議において、当社が抱えるリスクのモニタリングがなされており

ます。 

危機管理規定、コンティンジェンシープランに定める事象が発生した場合には、業務継続及

び迅速な通常機能回復の確保につとめております。  

また、災害訓練を実施する等、危機管理にかかるモニタリング、危機管理体制強化を図って

おります。 

（3）職務執行の適正性および効率的に行われることに対する取組みの状況 

取締役会が当事業年度14回開催され、各議案についての審議、職務執行の状況等についての

監督を行い、活発な意見交換がなされており、意思決定および監督の実効性は確保されてお

ります。 

また、取締役の職務の執行が効率的に行われるため、経営目標を定めるとともに、経営計画

を具体化するため半期毎に業務計画が策定されております。 

（4）業務の適正性に対する取組みの状況 

取締役会・経営会議付議基準に基づき、当社の重要事項について、当社取締役会・経営会議

において審議しております。 

また、経営管理規定等に基づき、親会社に対して必要な報告を行い、協議を行っております。 

（5）監査役の監査が実効的に行われていることに対する取組みの状況 

社外監査役を含む監査役は、取締役会への出席および常勤監査役による経営会議及びその他

の重要会議への出席を通じて、内部統制の整備、運用状況を確認しております。また、会計

監査人、監査部などの内部統制に係る組織と必要に応じて双方向的な情報交換を実施するこ

とで当社の内部統制全般をモニタリングすると共に、より効率的な運用について助言をおこ

なっております。 

監査役会は当事業年度14回開催されており、監査に関する重要な事項について報告し、協議・

決議を行っております。 
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３．分別管理等の状況 

（１）金融商品取引法第43条の2の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況 

項       目 
平成 29年 3月 31日 

現在の金額 

平成 30年 3月 31日 

現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 1,706 百万円 2,083 百万円 

期末日現在の顧客分別金信託額 1,900 百万円 2,700 百万円 

期末日現在の顧客分別金必要額 1,657 百万円 1,949 百万円 

 

② 有価証券の分別管理の状況 

イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
平成 29年 3月 31日現在 平成 30年 3月 31日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株  券 株数 35,177千株 1,683 千株 31,895千株 1,617 千株 

債  券 額面金額 4,573 百万円 39,258百万円 4,571 百万円 46,571百万円 

受益証券 口数 36,242百万口 636百万口 39,117万口 694百万口 

新株予約

権証券 
個数 － － － － 

そ の 他 額面金額 － － 0 百万円 － 

 

ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
平成 29年 3月 31日現在 平成 30年 3月 31日現在 

数  量 数  量 

株  券 株数 425千株 487千株 

債  券 額面金額 － － 

受益証券 口数 33 百万口 74 百万口 

新株予約権証券 個数 － － 

そ の 他 額面金額 － － 
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ハ 管理の状況 

      顧客の預り金や信用取引委託保証金などの金銭については、信託銀行に顧客分別金信

託として預託しております。また、顧客の有価証券については、自社保管分、外部委託

保管分（代行会社等）とも当社の自己財産と明確に区分して保管し、管理しております。 

 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

   該当ありません。 

 

（２）金融商品取引法第43条の2の2の規定に基づく区分管理の状況 

   該当ありません。 

 

（３）金融商品取引法第43条の3の規定に基づく区分管理の状況 

   該当ありません。 

 

 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

   

   当事業年度における連結子会社等の状況に関する該当事項はありません。 
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Ⅵ．当社の組織等に関する追記事項 

   
 

 2ページ記載の役員の氏名又は名称につきまして、平成 30年 7月 31日現在の状況は以下の 

 とおりでございます。 

５．役員の氏名又は名称 

 （平成 30年 7月 31日現在） 

役  職  名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 北村 康男 有 常勤 

代表取締役副社長 髙井 利文 有 常勤 

常 務 取 締 役 工藤  守 無 常勤 

監 査 役 後藤 良幸 無 常勤 

監 査 役 北川 智司 無 非常勤 

監 査 役 古川 弘介  無 非常勤 

（注 1）後藤良幸氏は、平成 30 年 6月 26 日開催の定時株主総会において監査役に選任され、 

  同日就任いたしました。 

（注 2）監査役のうち北川智司、古川弘介の両氏は会社法第 2 条第 16号に定める社外監査役であ

ります。 


